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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　回線終端装置と、
　前記回線終端装置における通信障害を監視し、発生した通信障害がユーザ操作に起因す
るものであるか否かを検出する第１の監視装置と、
　前記第１の監視装置における通信障害を監視する第２の監視装置と、
　前記第１の監視装置から通信障害がユーザ操作に起因するものであるか否かに関する情
報を含む第１の監視結果を受信するとともに、前記第２の監視装置から第２の監視結果を
受信する第３の監視装置と、
　を備え、
　前記第３の監視装置は、
　前記第１の監視結果と、前記第１の監視結果及び前記第２の監視結果の受信時刻の差と
、に基づいてネットワークに通信障害が発生しているか否かを判定する判定手段と、
　当該判定に応じて判定結果を通知する通知手段と、
　を備えることを特徴とするネットワーク監視システム。
【請求項２】
　前記判定手段は、前記受信時刻の差が所定の閾値より短い場合は、通知すべき通信障害
が発生していないと判定することを特徴とする請求項１に記載のネットワーク監視システ
ム。
【請求項３】
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　前記判定手段は、前記第３の監視装置が前記第１の監視装置から通信障害がユーザ操作
に起因するものであるとの情報を含む第１の監視結果を受信した場合は、通知すべき通信
障害が発生していないと判定することを特徴とする請求項１に記載のネットワーク監視シ
ステム。
【請求項４】
　前記回線終端装置における前記ユーザ操作は、電源を入れる操作あるいは電源を落とす
操作であることを特徴とする請求項１から請求項３のいずれか１の項に記載のネットワー
ク監視システム。
【請求項５】
　回線終端装置と、
　前記回線終端装置における通信障害を監視し、発生した通信障害がユーザ操作に起因す
るものであるか否かを検出する第１の監視装置と、
　前記第１の監視装置における通信障害を監視する第２の監視装置と、
　前記第１の監視装置から通信障害がユーザ操作に起因するものであるか否かに関する情
報を含む第１の監視結果を受信するとともに、前記第２の監視装置から第２の監視結果を
受信する第３の監視装置と、
　を備えるネットワークの第３の監視装置における処理方法であって、
　判定手段が、前記第１の監視結果と、前記第１の監視結果及び前記第２の監視結果の受
信時刻の差と、に基づいてネットワークに通信障害が発生しているか否かを判定するステ
ップと、
　通知手段が、当該判定に応じて判定結果を通知するステップと、
　を含むことを特徴とする監視方法。
【請求項６】
　回線終端装置と、
　前記回線終端装置における通信障害を監視し、発生した通信障害がユーザ操作に起因す
るものであるか否かを検出する第１の監視装置と、
　前記第１の監視装置における通信障害を監視する第２の監視装置と、
　前記第１の監視装置から通信障害がユーザ操作に起因するものであるか否かに関する情
報を含む第１の監視結果を受信するとともに、前記第２の監視装置から第２の監視結果を
受信する第３の監視装置と、
　を備えるネットワークの第３の監視装置のコンピュータに、
　判定手段が、前記第１の監視結果と、前記第１の監視結果及び前記第２の監視結果の受
信時刻の差と、に基づいてネットワークに通信障害が発生しているか否かを判定する手順
と、
　通知手段が、当該判定に応じて判定結果を通知する手順と、
　を実行させるための監視プログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えば、ＳＮＭＰ（Ｓｉｍｐｌｅ　Ｎｅｔｗｏｒｋ　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ
　Ｐｒｏｔｏｃｏｌ）を利用したネットワークに適用される、ネットワーク監視システム
、監視方法、及び監視プログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　通常、ネットワーク監視システムは、ネットワークに接続された装置に障害が発生する
と、ネットワークサービスが使用できないこと（以下、サービス断と称する）を、当該装
置または当該周辺の装置から通知され、通知を受けたネットワーク監視システムが上位シ
ステムにサービス断やサービス回復を通知することで、上位システムによってサービス断
等をネットワークの回線契約者（以下、ユーザと称する）に通知することが、ネットワー
ク監視システムに要求されている。



(3) JP 4657336 B2 2011.3.23

10

20

30

40

50

【０００３】
　しかし、サービス断が装置等の故障によるものではなく、例えば回線工事などにより発
生したため短時間で回復する場合などは、ネットワーク監視システムがユーザにサービス
断が発生したことを通知する必要がない場合が多い。また、ユーザの宅内に設置された装
置、例えば回線終端装置の電源が、ユーザの操作により落とされた（以下、電源ＯＦＦと
称する）場合は、サービス断はユーザの操作に起因するものであるため、サービス断の発
生を当該ユーザに通知する必要はない。
【０００４】
　ユーザがネットワークにアクセスするための端末が、例えば、ユーザ宅内に設置された
回線終端装置と、ユーザ宅外に設置された回線分岐装置と、の区間を経由して、ネットワ
ークの中継網区間の装置に接続されている場合に、例えば、回線終端装置がユーザ操作に
よって電源ＯＦＦされたことが起因となり、当該回線終端装置に接続された回線分岐装置
が、当該回線終端装置のサービス断を検出して、これをネットワーク監視システムに通知
し、さらに、当該回線分岐装置に接続した中継網の装置も、当該回線分岐装置のサービス
断を検出して、これをネットワーク監視システムに通知する、というように、サービス断
がネットワークに接続された複数の装置に波及し、サービス断がネットワーク監視システ
ムに複数の装置から通知される（以下、波及警報と称する）。また、波及警報の最初の通
知とそれ以降の通知が、ネットワーク監視システムに通知されるまでの時間差は短時間で
あることが多い。
【０００５】
　さらに例えば回線工事の場合も、回線工事対象装置のサービス断の発生通知とサービス
断の回復通知までは短時間であることが多い。このことから従来技術では、サービス断の
発生通知とサービス断の回復通知までが短時間である場合や、波及警報による複数の通知
の時間差が短時間である場合に、ユーザに対して不要な通知を行わないことを実現するた
め、ネットワーク監視システムがサービス断の発生通知を受けてから、一定時間内にサー
ビス断またはサービス回復の通知を受けた場合には、ネットワーク監視システムは当該サ
ービス断を監視対象から外す、という処理を行っていた。
【０００６】
　すなわち、ネットワーク監視システムが、ネットワーク監視システムの上位システムに
対してサービス断を通知する、と判定するまでの時間（以下、保護時間と称する）を設け
ることで、例えばユーザ起因か否かが不明である波及警報が保護時間内にネットワーク監
視システムに通知された場合や、回線工事などにより保護時間内にサービス断の回復通知
があった場合には、当該サービス断を監視対象から外していた。
【特許文献１】特開２００４－２６０６７３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかし、ユーザ宅内に設置された回線終端装置の電源ＯＦＦ操作が起因となり波及警報
が発生した場合は、波及警報がそもそもユーザの操作に起因するサービス断によるものか
否かについて、従来のネットワーク監視システムは、波及警報の通知の時間差のみで判定
していたため、ユーザにサービス断を通知するか通知しないかを適切に判断することがで
きず、ユーザ操作が起因でない通信障害が発生した場合に、ユーザにネットワークに発生
したサービス断を通知できないことがあった。
【０００８】
　本発明は前記の諸点に鑑みてなされたものであり、ユーザの操作に起因するサービス断
か否かに応じてユーザにサービス断を通知するか通知しないかを適切に判断することが可
能なネットワーク監視システムを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明は、上記の課題を解決するためになされたものであり、回線終端装置と、前記回
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線終端装置における通信障害を監視し、発生した通信障害がユーザ操作に起因するもので
あるか否かを検出する第１の監視装置と、前記第１の監視装置における通信障害を監視す
る第２の監視装置と、前記第１の監視装置から通信障害がユーザ操作に起因するものであ
るか否かに関する情報を含む第１の監視結果を受信するとともに、前記第２の監視装置か
ら第２の監視結果を受信する第３の監視装置と、を備え、前記第３の監視装置は、前記第
１の監視結果と、前記第１の監視結果及び前記第２の監視結果の受信時刻の差と、に基づ
いてネットワークに通信障害が発生しているか否かを判定する判定手段と、当該判定に応
じて判定結果を通知する通知手段と、を備えることを特徴とするネットワーク監視システ
ムである。
【００１０】
　また本発明は、前記判定手段は、前記受信時刻の差が所定の閾値より短い場合は、通知
すべき通信障害が発生していないと判定することを特徴とするネットワーク監視システム
である。
【００１１】
　また本発明は、前記判定手段は、前記第３の監視装置が前記第１の監視装置から通信障
害がユーザ操作に起因するものであるとの情報を含む第１の監視結果を受信した場合は、
通知すべき通信障害が発生していないと判定することを特徴とするネットワーク監視シス
テムである。
【００１２】
　また本発明は、前記回線終端装置における前記ユーザ操作は、電源を入れる操作あるい
は電源を落とす操作であることを特徴とするネットワーク監視システムである。
【００１３】
　また本発明は、回線終端装置と、前記回線終端装置における通信障害を監視し、発生し
た通信障害がユーザ操作に起因するものであるか否かを検出する第１の監視装置と、前記
第１の監視装置における通信障害を監視する第２の監視装置と、前記第１の監視装置から
通信障害がユーザ操作に起因するものであるか否かに関する情報を含む第１の監視結果を
受信するとともに、前記第２の監視装置から第２の監視結果を受信する第３の監視装置と
、を備えるネットワークの第３の監視装置における処理方法であって、判定手段が、前記
第１の監視結果と、前記第１の監視結果及び前記第２の監視結果の受信時刻の差と、に基
づいてネットワークに通信障害が発生しているか否かを判定するステップと、通知手段が
、当該判定に応じて判定結果を通知するステップと、を含むことを特徴とする監視方法で
ある。
【００１４】
　また本発明は、回線終端装置と、前記回線終端装置における通信障害を監視し、発生し
た通信障害がユーザ操作に起因するものであるか否かを検出する第１の監視装置と、前記
第１の監視装置における通信障害を監視する第２の監視装置と、前記第１の監視装置から
通信障害がユーザ操作に起因するものであるか否かに関する情報を含む第１の監視結果を
受信するとともに、前記第２の監視装置から第２の監視結果を受信する第３の監視装置と
、を備えるネットワークの第３の監視装置のコンピュータに、判定手段が、前記第１の監
視結果と、前記第１の監視結果及び前記第２の監視結果の受信時刻の差と、に基づいてネ
ットワークに通信障害が発生しているか否かを判定する手順と、通知手段が、当該判定に
応じて判定結果を通知する手順と、を実行させるための監視プログラムである。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明によれば、サービス断がユーザの操作に起因するものか否かをネットワーク監視
システムが判定することができるため、ネットワーク監視システムは、ユーザの操作に起
因するサービス断の場合はユーザにサービス断を通知することがなく、ユーザの操作に起
因しない装置の故障等に起因するサービス断の場合はユーザにサービス断を通知すること
ができる。
【発明を実施するための最良の形態】
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【００１６】
　以下、本発明を実施するための一実施形態について説明する。図１は、本発明の一実施
形態におけるネットワーク監視システムを示した図である。当該ネットワーク監視システ
ムは、回線終端装置１０と、回線分岐装置１１と、アクセス区間サービス情報ゲートウェ
イ１２と、中継網１３と、中継網装置１４と、中継網区間監視装置１５と、サービス断監
視装置２０と、上位システム３０と、を備える。また、回線終端装置１０と、回線分岐装
置１１と、は回線１００で接続されている。回線分岐装置１１と、中継網装置１４と、は
回線２００で接続されている。中継網装置１４と、中継網１３と、は回線３００で接続さ
れている。なお、アクセス区間サービス情報ゲートウェイ１２は、中継網１３と接続され
ていてもよい。
【００１７】
　回線終端装置１０は、ユーザの情報端末等（不図示）をネットワークに接続するために
、回線分岐装置１１等で用いられる信号形式と、前記情報端末で用いられる信号形式と、
を相互変換し、回線分岐装置１１と、前記情報端末と、の通信を中継する。また回線終端
装置１０は、ユーザの操作により電源を入れること（以下、電源ＯＮと称する）、電源Ｏ
ＦＦ、が行えるものとし、電源ＯＦＦになるとサービス断となる。また、回線終端装置１
０は、ユーザの操作により電源ＯＮまたは電源ＯＦＦされると、当該操作がされたことを
回線分岐装置１１に通知する。回線終端装置１０は、例えば、ＯＮＵ（Ｏｐｔｉｃａｌ　
Ｎｅｔｗｏｒｋ　Ｕｎｉｔ）として実現される。
【００１８】
　本実施形態において、回線終端装置１０と、回線分岐装置１１と、の区間をアクセス区
間と称する。サービス断監視装置２０が、ユーザの宅内で使用している回線についてのサ
ービス断、サービス回復等に関するデータを取得したい場合は、アクセス区間サービス情
報ゲートウェイ１２を用いてデータを取得する。なお、アクセス区間の具体的な構成はこ
の実施形態に限られるものではなく、この発明の要旨を逸脱しない範囲の設計等も含まれ
る。
【００１９】
　回線分岐装置１１は、中継網装置１４と通信する手段を備える。また１本の回線を複数
本の回線に分岐する手段を備え、分岐先のひとつが回線終端装置１０であるとする。なお
、回線終端装置１０以外の回線終端装置は不図示である。回線分岐装置１１は、回線終端
装置１０からの通知により、回線終端装置１０の電源ＯＮ、または電源ＯＦＦ、の状態を
検出し、アクセス区間サービス断通知としてアクセス区間サービス情報ゲートウェイ１２
に当該検出結果を通知する。回線分岐装置１１は、例えば、ＰＤＳ－Ｕ（Ｐａｓｓｉｖｅ
　Ｄｏｕｂｌｅ　Ｓｔａｒ　－　Ｕｎｉｔ）として実現される。
【００２０】
　図２は、アクセス区間がサービス断等の場合に、回線分岐装置１１からアクセス区間サ
ービス情報ゲートウェイ１２に通知されるアクセス区間サービス断通知に含まれるデータ
を示す。アクセス区間サービス断通知は、「オブジェクトＩＤ」「オブジェクトパラメー
タ」「ＩＰアドレス」「スロット番号」「回線ポート番号」「発生時刻」を含む。
【００２１】
　アクセス区間サービス断通知の各パラメータは、回線終端装置１０から電源ＯＦＦなど
のユーザ操作を通知された場合などに、回線分岐装置１１が設定する。「オブジェクトＩ
Ｄ」は、サービス断等が発生した回線終端装置１０と、回線終端装置１０の状態を示す情
報である。また同様に、「オブジェクトパラメータ」は「オブジェクトＩＤ」についての
付加情報を設定する。例えば「オブジェクトＩＤ」が「回線終端装置１０電源障害発生」
である場合に、「オブジェクトパラメータ」は、例えば「ユーザ起因電源ＯＦＦ」と設定
される。なお、「オブジェクトＩＤ」「オブジェクトパラメータ」等がどのような意味を
持つのか、を記憶したデータベースは、例えば、ＳＮＭＰ（Ｓｉｍｐｌｅ　Ｎｅｔｗｏｒ
ｋ　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ　Ｐｒｏｔｏｃｏｌ）を利用したネットワークにおいて、ＭＩ
Ｂ（Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ　Ｉｎｆｏｍａｔｉｏｎ　Ｂａｓｅ）として実現されてもよい
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。
【００２２】
　アクセス区間サービス断通知に含まれる「ＩＰアドレス」は、アクセス区間サービス断
通知を送信した回線分岐装置のＩＰアドレスを示す。回線分岐装置が複数ある場合に（回
線分岐装置１１以外の回線分岐装置は不図示）、例えば、回線終端装置１０が電源障害と
なった場合は、回線終端装置１０に直接接続された回線分岐装置１１がアクセス区間サー
ビス断通知をアクセス区間サービス情報ゲートウェイ１２に送信するので、回線分岐装置
１１により「ＩＰアドレス」に回線分岐装置１１のＩＰアドレスが設定される。
【００２３】
　「スロット番号」は、回線分岐装置１１が備える通信インターフェースのスロット（差
込口）番号を示し、回線分岐装置１１が通信の開通や不通等を判断することなどにより、
サービス断が発生している回線を特定するために用いられる。また「回線ポート番号」は
、当該スロットが備える通信インターフェースが有するポート番号を示し、同様に回線を
特定するために用いられる。「発生時刻」は、サービス断やサービス回復などのイベント
が発生した時刻を示す。
【００２４】
　アクセス区間サービス情報ゲートウェイ１２は、回線分岐装置１１からアクセス区間サ
ービス断通知を受信し、警告部２１に転送する。なお、回線分岐装置１１が「発生時刻」
を付加せずにアクセス区間サービス断通知をアクセス区間サービス情報ゲートウェイ１２
に通知した場合は、アクセス区間サービス情報ゲートウェイ１２がアクセス区間サービス
断通知を受信した時刻を「発生時刻」としてもよい。
【００２５】
　中継網装置１４は、回線分岐装置１１から受信したデータを中継網１３に中継するとと
もに、中継網１３から受信したデータを回線分岐装置１１に中継する。また、中継網装置
１４は、回線分岐装置１１との通信の開通や不通等を判断することで、回線分岐装置１１
のサービス断やサービス回復を検出し、中継網区間監視装置１５に中継網サービス断通知
を通知する。
【００２６】
　図３は、サービス断の装置を検出した中継網装置が中継網区間監視装置１５に送信する
中継網サービス断通知に含まれるデータを示す。中継網サービス断通知は、「通知ＩＤ」
と、「回線ＩＤ」と、「パラメータ」と、「故障アクセス回線ＩＤ」と、「発生時刻」と
を含む。「通知ＩＤ」は、中継網サービス断通知の識別子である。
【００２７】
　「回線ＩＤ」は、サービス断やサービス回復等が発生した回線の識別子であり、中継網
装置１４等が通信の開通や不通等を判定することで、サービス断等が発生した回線が検出
される。同様に「パラメータ」は「回線ＩＤ」に接続された装置と、当該装置のサービス
断やサービス回復等を示す。「故障アクセス回線ＩＤ」は、中継網装置１４に接続された
回線分岐装置１１が有するアクセス区間の複数の回線（回線１００以外のアクセス区間回
線は不図示）のうち、通信障害の発生している回線終端装置（回線終端装置１０以外の回
線終端装置は不図示）が接続する回線の回線ＩＤを示す。例えば、中継網装置１４に接続
された回線分岐装置１１が有するアクセス区間の複数の回線のうち、通信障害の発生して
いる回線終端装置１０が接続する回線は「回線１００」のため、「故障アクセス回線ＩＤ
」は、「回線ＩＤ１００」となる。「発生時刻」は、サービス断やサービス回復等のイベ
ントが発生した時刻を示す。
【００２８】
　ユーザの操作等により回線終端装置１０が電源ＯＦＦになると、これが波及して回線分
岐装置１１も、回線終端装置１０からの通信データを中継網装置１４に送信することや、
中継網装置１４からの通信データを回線終端装置１０に送信することができなくなる。し
たがって、中継網装置１４は回線分岐装置１１がサービス断になったことを検出し、中継
網サービス断通知を中継網区間監視装置１５に送信する（波及警報）。ここで、中継網サ
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ービス断通知のパラメータは、中継網装置１４により図３に示す値に設定されたものとし
、中継網区間監視装置１５は、中継網装置１４からの中継網サービス断通知を、警告部２
１に通知する。
【００２９】
　サービス断監視装置２０は、警告部２１と、判定部２２と、時間監視部２３と、送信部
２４と、を備える。サービス断監視装置２０は、当該ネットワークにおけるサービス断、
サービス回復等を監視し、時間監視部２３の時間監視結果と判定部２２の判定に応じて、
当該ネットワークにおけるサービス断やサービス回復等を、上位システム３０に通知する
。当該判定手順については後述する。
【００３０】
　警告部２１は、アクセス区間サービス情報ゲートウェイ１２からの通知と、中継網区間
監視装置１５からの通知と、を受信し判定部２２に警告通知を通知する。
【００３１】
　図４は、サービス断が生じた装置の回線を特定するために警告部２１が用いる収容回線
表である。収容回線表は、「ＩＰアドレス」と、「収容回線終端装置番号」と、ネットワ
ークに接続するためのインターフェースカードであるラインカードの「ラインカード番号
」と、「回線ＩＤ」を含む。収容回線表を用いれば、「ＩＰアドレス」と、「収容回線終
端装置番号」と、「ラインカード番号」と、から「回線ＩＤ」を特定することができる。
【００３２】
　収容回線表の「ＩＰアドレス」は、ネットワークに接続された回線分岐装置等のＩＰア
ドレスである。「収容回線終端装置番号」は、「ＩＰアドレス」が示すＩＰアドレスを有
する回線分岐装置が収容している回線の回線終端装置を示す。「ラインカード番号」は、
当該回線終端装置が備えるラインカードを示す。「回線ＩＤ」は、当該ラインカードが接
続されている回線の識別子である。
【００３３】
　回線分岐装置１１は、複数の回線終端装置（回線終端装置１０以外の回線終端装置は不
図示）からの回線を収容しており、「収容回線終端装置番号」は、そのひとつが「回線終
端装置１０」からの回線であることを示す。さらに、回線契約情報（不図示）などから「
回線終端装置１０」が備えるラインカードの「ラインカード番号」が特定され、当該回線
が「回線ＩＤ１００」であることが示されている。
【００３４】
　図５は、アクセス区間サービス断通知を受信した場合に、警告部２１が作成して判定部
２２に送信する警告通知に含まれるデータを示す。アクセス区間サービス断通知を受信し
た場合の警告通知は、「警告ＩＤ」「回線ＩＤ」「オブジェクトＩＤ」「故障パラメータ
」「発生時刻」を含む。「警告ＩＤ」は、警告通知の識別子である。
【００３５】
　「回線ＩＤ」は、アクセス区間サービス断通知の「ＩＰアドレス」と、収容回線表の「
収容回線終端装置番号」「ラインカード番号」から特定された、サービス断やサービス回
復等が発生した回線の識別子である。「オブジェクトＩＤ」は、アクセス区間サービス断
通知に含まれる「オブジェクトＩＤ」と同じ値である。「故障パラメータ」は、アクセス
区間サービス断通知に含まれる「オブジェクトパラメータ」と同じ値である。「発生時刻
」は、アクセス区間サービス断通知に含まれる「発生時刻」と同じ値である。
【００３６】
　図６は、中継網サービス断通知を受信した場合に、警告部２１が作成して判定部２２に
送信する警告通知に含まれるデータを示す。中継網サービス断通知を受信した場合の警告
通知は、「警告ＩＤ」「回線ＩＤ」「オブジェクトＩＤ」「故障パラメータ」「発生時刻
」を含む。「警告ＩＤ」は、警告通知の識別子である。
【００３７】
　「故障アクセス回線ＩＤ」は、中継網サービス断通知の「故障アクセス回線ＩＤ」と同
じ値である。「オブジェクトＩＤ」は、中継網サービス断通知の「パラメータ」と同じ値
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である。「故障パラメータ」には「通信障害発生」または「通信障害回復」が設定される
。ここでは、中継網サービス断通知の「パラメータ」が「回線分岐装置１１サービス断」
であることから、「通信障害発生」と設定されるものとする。「発生時刻」は、中継網サ
ービス断通知に含まれる「発生時刻」と同じ値である。
【００３８】
　判定部２２は、警告部２１から受信したサービス断やサービス回復等の警告通知に応じ
て回線状態表を設定し、回線状態表に含まれるパラメータや警告通知に含まれるパラメー
タを時間監視部２３に通知する。また判定部２２は、時間監視部２３からの通知に応じて
、上位システム３０に、当該ネットワークにおけるサービス断やサービス回復等を通知す
るか否かについて判定する。当該判定手順については、図９、図１０のフローチャートで
後述する。判定部２２が、サービス断やサービス回復を上位システム３０に通知すると判
断した場合は、送信部２４に、サービス断やサービス回復等のデータを通知する。
【００３９】
　図７は、判定部２２がネットワークに接続された装置や回線における障害を監視するた
めに用いる回線状態表である。回線状態表は、「回線ＩＤ」「オブジェクトＩＤ」「中継
網区間状態」「電源状態」を含む。「回線ＩＤ」は、監視対象の回線の識別子であり、判
定部２２が警告部２１から受信した警告通知の「回線ＩＤ」または「故障アクセス回線Ｉ
Ｄ」と同じ値が設定される。「オブジェクトＩＤ」は、警告通知に含まれる「オブジェク
トＩＤ」と同じ値が設定される。なお、１つの装置につき「オブジェクトＩＤ」は複数あ
ってもよい。
【００４０】
　「中継網区間状態」は、回線状態表の「回線ＩＤ」と同じ「故障アクセス回線ＩＤ」を
持つ中継網サービス断通知を受信した場合に、警告部２１が作成して判定部２２に送信す
る警告通知に含まれる「オブジェクトＩＤ」と同じ値である。「電源状態」は、回線終端
装置１０の電源状態を示す情報であり、アクセス区間サービス断通知を受信した場合に、
警告部２１が作成して判定部２２に送信する警告通知に含まれる「故障パラメータ」と同
じ値が設定される。例えば、図５の警告通知の「回線ＩＤ」と、図６の警告通知の「故障
アクセス回線ＩＤ」と、が同じ回線ＩＤ１００に関する警告通知であるため、回線状態表
は、判定部２２によって図７のように設定される。
【００４１】
　時間監視部２３は、判定部２２から「回線ＩＤ」「障害フラグ」「上位通知フラグ」「
発生時刻」を受信することで、「回線ＩＤ」により識別される回線に発生したサービス断
の継続時間を計測する。
【００４２】
　図８は、ネットワークにサービス断が発生してからの経過時間を時間監視部２３が監視
するための時間監視表である。時間監視表は、「回線ＩＤ」「障害フラグ」「上位通知フ
ラグ」「発生時刻」「現在時刻との差」を含む。
【００４３】
　「回線ＩＤ」は、サービス断やサービス回復等が発生した回線の識別子であり、回線状
態表や、警告通知に含まれるパラメータである。「障害フラグ」は、「回線ＩＤ」により
識別される回線において、サービス断の発生を示す「発生」や、サービス回復を示す「回
復」、を判定部２２が時間監視部２３に通知することで、時間監視部２３が時間監視表を
更新する。なお「障害フラグ」は、警告通知の「オブジェクトＩＤ」「故障パラメータ」
から判定部２２が「発生」や「回復」を判定してもよく、あるいは時間監視部２３が判定
してもよい。
【００４４】
　「上位通知フラグ」は、サービス断発生から前記保護時間（ネットワーク監視システム
が、ネットワーク監視システムの上位システムに対してサービス断を通知する、と判定す
るまでの時間）が経過した場合に、上位システム３０にサービス断発生を通知するか否か
を示す情報である。回線状態表の「電源状態」が「ユーザ起因」でない場合は、判定部２
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２から時間監視部２３への通知により「上位通知フラグ」が「予約」に設定される。この
場合は、サービス断が発生してサービス回復しないまま保護時間が経過すると、上位シス
テム３０にサービス断の通知が送信される。
【００４５】
　また、回線状態表の「電源状態」が「ユーザ起因」である場合は、判定部２２から時間
監視部２３への通知により「上位通知フラグ」が「不要」に設定される。この場合は、サ
ービス断が発生してサービス回復しないまま保護時間が経過しても、上位システム３０に
はサービス断等の通知が送信されないものとする。なお、判定部２２から「電源状態」等
を通知されることで、時間監視部２３が「上位通知フラグ」を判定してもよい。
【００４６】
　「発生時刻」は、サービス断やサービス回復等のイベントが発生した時刻を示し、判定
部２２が警告通知の「発生時刻」を時間監視部２３に通知する。「現在時刻との差」は、
「発生時刻」と現在時刻との時間差である。「現在時刻との差」が、時間監視部２３が記
憶する保護時間を越えた場合に、「障害フラグ」が「発生」であり、かつ「上位通知フラ
グ」が「予約」であれば、時間監視部２３から判定部２２に、保護時間を越えた「回線Ｉ
Ｄ」が通知される。すなわち、時間監視部２３は、サービス断等が発生しサービス回復せ
ずに保護時間が経過した「回線ＩＤ」を、判定部２２に通知する。なお、当該保護時間は
「回線ＩＤ」毎に異なった値でもよい。
【００４７】
　判定部２２は、通知された「回線ＩＤ」に対応する回線状態表のデータを送信部２４に
通知する。送信部２４は、判定部２２から通知された回線状態表のデータを、上位システ
ム３０に送信する。上位システム３０は、送信部２４から送信されたデータに応じて、当
該ネットワークにおいて発生したサービス断やサービス回復等をユーザに通知する、など
の動作を実行する。
【００４８】
　以下に、本発明の一実施形態によるネットワーク監視システムの動作を説明する。ネッ
トワーク監視システムにおいて、ユーザの操作等によって回線終端装置１０が電源ＯＦＦ
状態になったとする。回線分岐装置１１は、回線終端装置１０が電源ＯＦＦ状態になった
ことを検出し、アクセス区間サービス断通知をアクセス区間サービス情報ゲートウェイ１
２に通知する。アクセス区間サービス情報ゲートウェイ１２は、アクセス区間サービス断
通知を警告部２１に転送する。ここで、アクセス区間サービス断通知のパラメータは、図
２に示す値に設定されたものとする。
【００４９】
　中継網区間監視装置１５は、ユーザの操作等によって回線終端装置１０が電源ＯＦＦ状
態になったことが起因となる波及警報により、中継網装置１４から中継網サービス断通知
を受信すると、警告部２１に中継網サービス断通知を送信する。警告部２１は、中継網監
視部１５からの中継網サービス断通知を受信すると、判定部２２に警告通知を送信する。
ここで、当該警告通知のパラメータは、図６に示す値に設定されたものとする。
【００５０】
　このように警告部２１は、アクセス区間サービス情報ゲートウェイ１２からアクセス区
間サービス断通知を受信し、中継網区間監視装置１５から中継網サービス断通知を受信す
るが、中継網サービス断通知がアクセス区間サービス断通知よりも先に警告部２１に受信
されることがあってもよい。また、アクセス区間と中継網区間とを区別せずに、「オブジ
ェクトＩＤ」を用いて「回線ＩＤ」を特定するようにしてもよい。
【００５１】
　図９は、判定部２２が時間監視部２３に回線状態を通知する動作フローチャートである
。判定部２２は、警告部２１から警告通知を受信し（ステップＳａ１）、回線状態表の「
回線ＩＤ」ごとに「オブジェクトＩＤ」「中継網区間状態」「電源状態」を更新する（ス
テップＳａ２）。判定部２２は、警告通知により更新された回線状態表のデータを時間監
視部２３に示すため、回線状態表の「回線ＩＤ」と「発生時刻」とを時間監視部２３に通
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知する（ステップＳａ３）。判定部２２は、受信した警告通知の「オブジェクトＩＤ」や
「故障パラメータ」等に応じて、サービス断発生か、サービス回復か、を判定し（ステッ
プＳａ４）、サービス断の場合は「障害フラグ」を「発生」として時間監視部２３に通知
する（ステップＳａ５）。サービス回復の場合は、判定部２２は「障害フラグ」を「回復
」として時間監視部２３に通知する（ステップＳａ６）。
【００５２】
　判定部２２は、回線状態表の「電源状態」がユーザ起因によるものか否かを判定する（
ステップＳａ７）。「電源状態」が「ユーザ起因」である場合は、上位システム３０への
通知は不要のため、判定部２２は「上位通知フラグ」を「不要」として、時間監視部２３
に通知する（ステップＳａ９）。また、「電源状態」が「ユーザ起因」でない場合は、判
定部２２は「上位通知フラグ」を「予約」として、時間監視部２３に通知する（ステップ
Ｓａ９）。
【００５３】
　図１０は、時間監視部２３の動作を示すフローチャートである。時間監視部２３は、判
定部２２から、「回線ＩＤ」「障害フラグ」「上位通知フラグ」「発生時刻」を通知され
（ステップＳ１）、通知された「回線ＩＤ」に対応するデータについて、時間監視表を更
新する（ステップＳ２）。時間監視部２３は、「発生時刻」から「現在時刻との差」を計
算し（ステップＳ３）、「現在時刻との差」が保護時間を越えたか否か、を判定する（ス
テップＳ４）。
【００５４】
　保護時間を越えていない場合、時間監視部２３は、ステップＳ１に戻ることで、「回線
ＩＤ」「障害フラグ」「上位通知フラグ」の更新データを判定部２２から取得することが
できる。ここで「回線ＩＤ」「障害フラグ」「上位通知フラグ」は、前回と同じ値でもよ
い。保護時間を越えている場合、さらに時間監視部２３は、通知された「障害フラグ」が
「回復」か「発生」か、を判定する（ステップＳ５）。「障害フラグ」が「回復」であっ
た場合は、例えば、回線工事で短時間のサービス断が発生し回復したことが考えられ、上
位システム３０にサービス断発生やサービス断回復を通知しなくてもよい。この場合、時
間監視部２３は保護時間を待たず、時間監視を終了するために「回線ＩＤ」に対応するパ
ラメータを時間監視表から削除して、当該「回線ＩＤ」に関する処理を終了する（ステッ
プＳ６）。なお、回線状態表のデータを削除しないことで、判定部２２は当該「回線ＩＤ
」で識別される回線のサービス断等の監視を続けてもよい。「障害フラグ」が「発生」の
場合、時間監視部２３は、さらに「上位通知フラグ」が「不要」か「予約」か、を判定す
る（ステップＳ７）。
【００５５】
　「上位通知フラグ」が「予約」の場合は、時間監視部２３は、保護時間を越えた「回線
ＩＤ」を判定部２２に通知する（ステップＳ８）。「上位通知フラグ」が「不要」の場合
は、時間監視部２３は、保護時間を越えた「回線ＩＤ」を判定部２２に通知せずに、ステ
ップＳ１に戻る。
【００５６】
　時間監視部２３から保護時間を越えた「回線ＩＤ」が判定部２２に通知されると、判定
部２２は回線状態表を参照して、「回線ＩＤ」と、当該「回線ＩＤ」に対応する「オブジ
ェクトＩＤ」「中継網区間状態」等のパラメータを、送信部２４に通知する。送信部２４
は、通知されたパラメータを上位システム３０に送信する。上位システム３０は、通知さ
れたパラメータに基づいて、ネットワークで発生したサービス断やサービス回復をユーザ
に通知する、などの動作を実行する。
【００５７】
　以上、本発明の実施の形態により、サービス断がユーザの操作に起因するものか否かを
ネットワーク監視システムが判定することができるため、ネットワーク監視システムは、
ユーザの操作に起因するサービス断の場合はユーザにサービス断を通知することがなく、
ユーザの操作に起因しない装置の故障等に起因するサービス断の場合はユーザにサービス
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断を通知することができる。
【００５８】
　以上、この発明の実施形態について図面を参照して詳述してきたが、具体的な構成はこ
の実施形態に限られるものではなく、この発明の要旨を逸脱しない範囲の設計等も含まれ
る。
【００５９】
　また、本発明に記載の第１の監視装置は、回線分岐装置１１と、アクセス区間サービス
情報ゲートウェイ１２と、に対応し、第２の監視装置は、中継網装置１４と、中継網区間
監視装置１５と、に対応し、第３の監視装置は、サービス断監視装置２０に対応し、判定
手段は、判定部２２と、時間監視部２３と、に対応し、通知手段は、送信部２４と、上位
システム３０と、に対応する。
【００６０】
　また、図９、図１０に示す各ステップを実現するためのプログラムをコンピュータ読み
取り可能な記録媒体に記録して、この記録媒体に記録されたプログラムをコンピュータシ
ステムに読み込ませ、実行することにより、通信端末の実行処理を行ってもよい。なお、
ここでいう「コンピュータシステム」とは、ＯＳ（Ｏｐｅｒａｔｉｎｇ　Ｓｙｓｔｅｍ）
や周辺機器等のハードウェアを含むものであってもよい。
【００６１】
　また、「コンピュータシステム」は、ＷＷＷシステムを利用している場合であれば、ホ
ームページ提供環境（あるいは表示環境）も含むものとする。また、「コンピュータ読み
取り可能な記録媒体」とは、フレキシブルディスク、光磁気ディスク、ＲＯＭ、フラッシ
ュメモリ等の書き込み可能な不揮発性メモリ、ＣＤ－ＲＯＭ等の可搬媒体、コンピュータ
システムに内蔵されるハードディスク等の記憶装置のことをいう。
【００６２】
　さらに「コンピュータ読み取り可能な記録媒体」とは、インターネット等のネットワー
クや電話回線等の通信回線を介してプログラムが送信された場合のサーバやクライアント
となるコンピュータシステム内部の揮発性メモリ（例えばＤＲＡＭ（Ｄｙｎａｍｉｃ　Ｒ
ａｎｄｏｍ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｍｅｍｏｒｙ））のように、一定時間プログラムを保持して
いるものも含むものとする。
　また、上記プログラムは、このプログラムを記憶装置等に格納したコンピュータシステ
ムから、伝送媒体を介して、あるいは、伝送媒体中の伝送波により他のコンピュータシス
テムに伝送されてもよい。ここで、プログラムを伝送する「伝送媒体」は、インターネッ
ト等のネットワーク（通信網）や電話回線等の通信回線（通信線）のように情報を伝送す
る機能を有する媒体のことをいう。
　また、上記プログラムは、前述した機能の一部を実現するためのものであっても良い。
さらに、前述した機能をコンピュータシステムにすでに記録されているプログラムとの組
み合わせで実現できるもの、いわゆる差分ファイル（差分プログラム）であっても良い。
【図面の簡単な説明】
【００６３】
【図１】本発明の一実施形態によるネットワーク監視システムを示した図である。
【図２】アクセス区間サービス断通知に含まれるデータを示す表である。
【図３】中継網サービス断通知に含まれるデータを示す表である。
【図４】収容回線表である。
【図５】アクセス区間サービス断通知を受信した場合の警告通知に含まれるデータを示す
表である。
【図６】中継網サービス断通知を受信した場合の警告通知に含まれるデータを示す表であ
る。
【図７】回線状態表である。
【図８】時間監視表である。
【図９】回線状態を通知する動作フローチャートである。
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【図１０】時間監視部２３の動作を示すフローチャートである。
【符号の説明】
【００６４】
１０…回線終端装置　１１…回線分岐装置　１２…アクセス区間サービス情報ゲートウェ
イ　１３…中継網　１４…中継網装置　１５…中継網区間監視装置　２０…サービス断監
視装置　２１…警告部　２２…判定部　２３…時間監視部　２４…送信部　３０…上位シ
ステム　１００…回線　２００…回線　３００…回線

【図１】 【図２】
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【図３】

【図４】

【図５】

【図６】

【図７】

【図８】

【図９】 【図１０】
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